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要旨　ビジネス環境のグローバル化に伴い、国単位で規制されてきた財務報告とそのルー
ルたる会計基準に国際化が求められている。本稿では、質の高いインプリケーションを呈
示する、次の 2 つの論稿を手がかりとして、国際財務報告の形成に役立ち得る会計研究と
は何かを探る糸口を考察する。ひとつは、基準設定活動と会計研究の関係について、先行
研究を整理しつつ考察したBarth［2006］であり、もうひとつは、国際財務報告における
経営者の会計方針の選択とその要因の関係を分析したStadler and Nobes［2014］である。
これらを国際財務報告プロセスの全体像に照らした結果、各研究では所与とされていた項
目について、その導出過程を、会計選択等の動的アプローチを用いて分析すれば、国際財
務報告を巡って繰り広げられるダイナミズムをとらえ得るようになり、豊かなインプリ
ケーションを得る可能性が存在することが判明した。
1　序
　現代の経済社会においては、あらゆる物事が、非常に速いテンポで、また、広範囲にわ
たって、さらには、予想不可能な形によって変化する機会が、少なからず存在している。
そのため、経済社会をメイン・フィールドとして、ビジネス活動を展開する現代企業には、
これまでとは異なるアプローチを用いる可能性も含めて、想定し得る様々なアプローチに
よって、変化に順応あるいは適応することが求められている。こうした課題のひとつとし
て、近年、会計領域に生じているのが、国際財務報告への対応という問題である。
　財務報告は、企業が、ビジネス活動の顛末に関して、会計基準という、共通化された描
写および要約のルールに基づいて、財務報告書という要約財務情報を作成し、当該情報を、
何らかの経済的意思決定の判断材料として利用する目的で需要する、各種のステークホル
ダーに対して、供給する経済システムである。
　もともとこれは、企業および各種ステークホルダーをはじめとする、当事者の間におい
て慣習的に生成した、財務情報に対する任意の需要および供給の関係を、法治国家という
共通認識の下で、国ごとに規制し、制度として権威付けたものである1）。この意味からす
れば、財務報告システムの基本的な性質は、国という単位を基盤とした規制という行為に
よって成り立つものであるといえよう。
　現代企業のビジネス活動は、上述のような継続的変化のなかで、自らの意識に関わりな
　　　　　　　　　　　　　　　　
1 ） 企業会計は、個別企業における「記録・計算・報告のシステム（津守［2002］、 1 頁）」として生成
したものであり、社会的には、ごく限られた範囲の主体のみが関心を持つ私的情報であった。それが、
時間の経過とともに、「株式会社制度の成立にともない、個別企業の記録、計算、報告のシステムであ
ると同時に、社会的統制の一手段として「公開制度」（中略）というきわめて広汎な社会的制度のなか
に組み込まれる（同上）」ようになったことで、このような公的存在へと転換したと考えられる。
49
???????????????
く、日々、様々な側面からグローバル化し続けており、ステークホルダーも、グローバル
な領域へと、次第に、広範囲に拡大している。これに伴って、企業にも、グローバルに展
開された自身のビジネス活動の顛末を、適宜、財務情報へと要約し、その報告対象たる、
各種の拡大化したステークホルダーに対して、報告を行う必要が生じているのである。
　問題となるのは、これらを財務情報へと要約描写するために用いられるルール、すなわ
ち、会計基準と財務報告制度が、基本的に、これまで国を基盤として形成されてきたもの
であることである。これに基づいてビジネス活動を描写しようとしても、国レベルを超え
て展開される上記のような動向は、適正に描写し表現することができないであろうし、多
様な国際情報ニーズを十分に満たすことも、必ずしも十分に行い得ないからである。
　そこで、かかるシステムを国際化することで、この問題を解消しようとする試みが現れ
ることになるが、その場合、少なくとも、次の 2 つの側面に関する考察が要されることと
なるだろう。
　ひとつは、国際的な規制を、どの主体が、いかなる方法によって決定すべきであるのか
という問題である。言い換えれば、これは、国際会計に関する基準設定主体と基準設定方
法をどのようなルールに基づいて決定すべきであるのかという問題、すなわち、会計基準
の設定者サイドに関わる問題である。そうした決定は、基本的に、国レベルを超越した内
容であるため、新たなルール作りやルールの整備が求められるうえ、結局は、ポリティカ
ルな問題へと収斂することが多い。
　もうひとつは、会計基準の利用者サイドに関わる問題である。これまでに観察されてい
るように、国際財務報告が、ひとつのシステムとして確立されるまでのプロセスでは、そ
れぞれの国の基準設定主体によって主導された国際化動向や、国際間の政治プロセスに基
づいた国際機関の設置等によって、国際化を試みる基準設定主体が多く併存し、それらが
競争状態になる場合も生じる。その場合には、国際財務報告を行う企業や経営者は、複数
併存している会計基準の中から、ひとつの会計ルールを選択し適用することで財務報告書
を作成しなければならない。したがって、企業側が、国際財務報告において、会計基準を
どのように選択すべきであるのか、すなわち、会計基準の選択行動自体についても検討す
る必要があるといえよう。
　本稿では、こうした国際財務報告の 2 つの側面の存在を前提として、それぞれの側面に
関連する次の 2 つの論文をとり上げ、会計研究は、この 2 つの側面にどのように関わり、
また貢献し得るのかについて、考えるヒントを探るものとする。具体的には、基準設定者
サイドの視点に関わる会計研究について、基準設定と会計研究とをテーマとするBarth
［2006］をとり上げる。また、基準の利用者サイドに関わる会計研究については、経営者
による国際会計基準の選択をテーマとするStadler and Nobes［2014］をとり上げる。これ
らを選んだ理由は、どちらの文献も、会計研究を代表する論者によるものであり、優れた
インプリケーションを呈示するという意味から、十分に検討に値すると考えてのことであ
る。また、これら 2 つの側面を並べて考察することにより、相互の関係と個々の役割とを、
より明確に理解することも期待し得るだろう。
2　国際財務報告プロセス
　会計研究の対象となる国際財務報告プロセスを、基準設定主体間の国際競争をも含め、
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広範な視点からみると、図表 1 のようにとらえることができるだろう。
　基本的な流れを、図表 1 に沿って確認すると次のようになる。まず、企業はステークホ
ルダーより①出資・労働の提供等を受け、それを原資として、②ビジネス活動を行う。次
に、企業は、その顛末について、 A 基準設定主体が設定した会計基準に基づいて、 B 会計
方針を選択し、③財務情報を作成する。さらに、財務情報は、④監査を経た上で、⑤財務
報告書としてステークホルダーに対して開示され、ステークホルダーはこの財務報告書の
財務情報を利用して、⑥経済的意思決定を行う。このような一連の行動が、マクロ経済上
の各種パラメータを変動させることになるのである。
　このうち、特に重要なのは、③の財務情報の作成に関わる A から C までの一連の会計選
択行動である。既に述べたように、財務報告システムは、通常の場合、自国の基準設定主
体によって規制されるため、自国の基準設定主体は、代替案の中から、自己のポリシーに
適合する会計処理を選び出し、それを会計基準として公表する（ A ：代替案からの選択）。
　概念フレームワークを設定する場合についても、これと同様に行われる。概念フレーム
ワークの場合、個々の会計処理を具体的に選ぶのではなく、その会計処理の根拠たる会計
思考、計算構造観等を選ぶことで、設定される個々の会計基準に対して、論拠を与える役
割を担っている。つまり、一種のポリシー・ステートメントの機能を持っているといえる
だろう。
　いずれにせよ、企業は、そのような手続を経て設定された、会計基準に規定されている、
所与の会計処理のなかから、自己のディスクロージャーのポリシーに合致するものを、会
計方針として選択（ B ：会計方針の選択）することで、財務情報を作成し、財務報告書を
図表 1 　国際財務報告プロセス
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供給することになる。
　国際財務報告の問題を考察する場合、この枠組みの、いずれかの局面において国際化が
関わっている場合を考えれば良いだろう。すなわち、①’ステークホルダーの出資・労働
の提供等の国際化、②’企業のビジネス活動の国際化、ステークホルダーの国際的多様化、
③’財務情報の作成に際して利用するルールの国際化、④’監査の国際化、⑤’財務報告の国
際化、⑥’ステークホルダーの経済的意思決定の国際化、等である。
　これらの国際化を通じて、国際財務報告と国際会計基準の整備に対するニーズが高まる
と、各国の会計基準設定主体や国際機関は、それに応じて、自らのプロダクトである会計
基準を国際会計基準化しようと、次第にプロモーションを行うようになり、やがて競争を
行うようになる（ C 1：基準設定主体間の国際競争2））。そのため、複数の国際会計基準候
補とその設定主体、ならびにその基準設定方法が、一時的に併存する状況が生じてしまい、
それらの間で、ディスクローズされる内容や方法が統一されないという問題が発生するこ
とになる。
　こうした競争状態を解消するには、様々な方法があると考えられるが、今日では、特定
の基準設定主体に国際的会計基準の設定権限を付与する権威主体を、ポリティカルなアプ
ローチで国際的に選び出し（ C 2：権威主体の国際選択3））、その権威主体から、特定の基
準設定主体に対して権限が付与される（ C 3：権威主体からの国際会計基準設定権限の付与）
という方法が経験的に用いられ、国際財務報告の方向性が決められるようになっている。
　ただし、このような形で方向性が決められても、依然として、次のような問題は残され
ている。まず、各国には、自国の基準設定主体に権限を付与する役割を担っている権威主
体4）が存在するが、これが、国際会計基準の導入に対していかなるポリシーを持っている
のかによって、実際の導入パターンは大きく異なってくる（ C 4:自国の権威主体による国
際会計基準採用ポリシー）。これまでに観察されているように、コンバージェンス、アド
プション、自国での基準開発を諦めて導入のみに徹する方法等、導入の姿勢は、国ごとに
多様であり、その違いによって、財務情報の内容は大きく異なってくることも考えられる
だろう。
　また、国際会計基準の導入ポリシーを決定した場合でも、実際にこれを採用する段階に
おいて、個々の企業の事情等にも考慮する必要が生じるため、それに応じて、一定の移行
期間や政策的配慮に基づく規定が定められることもある。その場合には、財務情報の作成
時（図表 1 の③）の会計方針の選択（図表 1 の B ）において、自国の会計基準と国際会計
基準との切替えのタイミングや、どのような国際会計基準を採用するのか等、通常より多
　　　　　　　　　　　　　　　　
2 ） 実際に、国際会計委員会（IASC） やその後任機関である現在の国際会計基準審議会（IASB）の国
際化の動向をはじめ、合衆国の基準設定主体である財務会計基準審議会（FASB）等の各国の基準設定
主体間では、こうした競争が見られているのは周知の通りである。
3 ） これに関しては、各国の財務報告の規制主体の集まりである国際証券監督者機構（IOSCO）が、
IASC（現IASB）の会計基準に対して、コアスタンダードを承認したことをみれば分かり易い。ただし、
この動向は、必ずしもIASCが優れた基準設定主体であったから生じた訳ではなく、どちらかといえば、
ポリティカルな行動を有利に展開したからであることには注意が必要であろう。自己の国際会計基準設
定能力について、各国の規制機関（権威主体）にプロモーションを展開し、同時に各国の基準設定主体
との間でコンバージェンス等を行ったことが現在の地位の獲得に繋がっているのである（Barth［2006］、
pp.131-132）。
4 ） 例えば、日本の金融庁のように基準設定の権限を包括的に有する機関を考えれば良い。
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くの選択肢が経営者に与えられることになる。
3　基準設定と会計研究の関係
　それでは、Barth［2006］に基づいて、基準設定活動と会計研究が、本質的にどのような
関係にあるのかを、上述の国際財務報告プロセスの枠組み（図表 1 ）に当てはめながら、
整理しよう5）。
　著者のMary E.Barthに関しては、研究者として、1990年代半ば頃より、公正価値等を中
心に、実証研究等をはじめ、学術研究に大きな貢献をしてきていることが広く知られてい
る。その一方で、2001年から2009年まで、IASBの理事を務め、IASBの基準設定活動にも
直接関わっており、国際財務報告と国際会計基準の形成に対し直接関与し寄与をしている。
研究者および基準設定者、双方の立場から、基準設定と会計研究の関係をとらえ、検討を
行っているという経験を踏まえると、会計研究の基準設定に対する貢献をテーマとして、
IASB在任中に執筆された同論稿からは、非常に多くの示唆が得られることと期待し得る
だろう。
　Barth［2006］では、資本市場における財務報告の情報の役割に焦点が据えられ、主に、
その情報作成ルールたる会計基準の設定に対する会計研究の貢献が分析されている
（p.129）。そのため、国際財務報告の性質を、包括的に検討しているわけではない。
　同論稿の、基準設定活動と会計研究の関係性に関する主な主張は、概ね次のように要約
できるだろう。
　（a ）国際財務報告の基準設定主体が直面している問題は、広範で、難解で、かつ複雑で
はあるものの、研究は、それらを解決するインプットを提供することができる（p.71）。
　（b ）会計基準の設定問題に対し、研究が知見を与えることの是非とその方法は、研究者
の間で長らく議論されてきた。会計基準を公共財ととらえ、社会的な富は、規制する
基準設定主体からのみ調整し得るものと、否定的に見る論者や、研究を、基準を設定
する際に尺度を提供するものとみて、肯定的にとらえる論者が存在した（p.72）。
　（c ）基準設定主体は、考察対象となる全ての問題について、いつでも、有効な意見を広
く求めており、研究にも関心を寄せている。一方で、研究は、不偏、厳密、精緻、か
つ確立済みの経済理論に基づき行われている。したがって、研究は基準設定に役立て
ることができる（p.72）。
　（d ）基準設定問題に関わる研究をデザインする際は、研究と基準設定との違いを考慮し
なければならない。基準設定主体の主たる関心は、財務諸表の様式と内容を決定し、
概念フレームワークを構築することにあり、一方、研究者の主たる関心は、会計数値
や報告行動に対するインセンティブや裁量の効果等、財務諸表よりも広い視点から、
会計が、企業の情報環境に適合する度合いを確かめることにある（pp.80-81）。
　（e ）基準設定問題に関わる研究を行うに際しては、その研究を誘導するような、基準設
　　　　　　　　　　　　　　　　
5 ） Barthは、著名な会計研究者として、数々の優れた研究業績を公表する一方で、2001年から2009年
までIASBの理事長として、国際会計基準の実際設定活動に直接関わっている。したがって、それぞれ
の業務を経験した立場から、研究と基準設定との関係性に関する論点を明確に整理したBarth［2006］
を検討することは、議論の出発点として大変有益である。
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定上の問いを具体化しなければならない。研究は、その問いに対して直接の解を提供
するものではない。したがって、研究を誘導する問いと研究課題とのリンケージを識
別し、明確に具体化することが、基準設定の問題に関わる研究をデザインし解釈する
鍵となる（p.72）。
　（f ） 2 つの問いのリンケージを築くなかで、研究者は、どの基準設定の尺度を研究のデ
ザインに運用することができ、またどうしてそうなるのか、ということを明らかにし
なければならない。これが具体化されない場合には、その研究は、たとえ学術的に寄
与をすることができたとしても、基準設定問題を理解することには貢献できない
（pp.72-73）。
　（g ）会計の役割は、単に、基準設定主体の質問に答えることではなく、会計の諸事象に
ついて、理解を高めるように知識を広げることである。学術研究と基準設定問題の理
解、どちらにも貢献することによって、研究者、基準設定主体、そして資本市場に、
大きな効果がもたらされる（p.85）。
　（a）は、基準設定主体の基準設定活動（図表 1 における A の選択行動）、に焦点を当て
たものであり、財務報告の国際化という動向に基づき、基準設定主体が多くの困難な未決
の課題を抱えているということが指摘されている。その上で、会計研究は、そうした多く
の困難な課題を解決へと導く、基本的な知見を有しており、それをインプットとして提供
できるという見解を示している。
　（b）では、基準設定に研究が貢献し得るという見解に至るまでに、研究者の間にも様々
な意見が存在し、その是非をめぐって議論が行われてきたことが言及されている。
　こうした議論には、例えば、市場の効率性を巡る論争、会計数値と株価・リターンの間
の関係性に対する実証分析やその解釈を巡る論争等がある。これらは、主に、基準設定プ
ロセスを通じて、代替案から選択され、会計処理として規定された会計代替案が、財務報
告によって投資家等の行動にどのように影響を及ぼすか、その関係を分析する研究であり、
図表 1 に沿ってとらえると、③財務情報の作成時に、 B 選択された会計方針が、⑥ステー
クホルダーの経済的意思決定に対し、どのように影響を及ぼすかを考察するものと解すこ
とができる。
　（c）では、基準設定主体は、自らが行う基準設定の判断の拠り所のひとつとして、会計
研究の成果を利用するという関係が基本的に存在することに触れている。基準設定主体が
研究成果を利用するのは、研究が確立済みの経済理論に基づいているためである。確立済
みの経済理論に従えば、偏ることなく、精緻にかつ厳格に分析が行われるため、成果を基
準設定主体が利用する場合にも何ら問題は生じないと考えるのである。実際に、一連の財
務報告プロセス（図表 1 では③→ B →⑤→⑥の流れ）で、一定の関係が、実証されている
のであれば、この結果を論拠に、経済的意思決定の段階でステークホルダーが採り得る行
動を織り込んだ会計基準を設定できるだろう。
　（d）では、基準設定主体と研究者とでは、関心を寄せる研究内容が異なっているという
基本的な指摘がなされている。基準設定主体の場合、その主たる関心は、財務情報を作成
するためのルールたる会計基準と、その基準の拠り所となる概念フレームワーク6）の設定
におかれている。これに対し、研究者の場合、その主たる関心は、必ずしもそうした問題
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にとらわれることがなく、むしろ、会計数値や報告行動に対するインセンティブや裁量の
効果等といった、会計情報としての機能面に関わる事項に分析のウエイトがおかれる。
　確かに、一般的な研究者の主たる関心は、会計に関わる広範な事象を対象としており、
また、それを説明する理論を構築することにおかれていると考えられる。その場合、図表
1 に表現される、財務報告プロセスという狭い領域だけが、研究対象となる訳ではなく、
それを超えた研究も行われるだろう。したがって、図表 1 A に関わる研究デザインを意識
的に行い、基準設定に寄与する研究を多く生み出すことが、重要な鍵となるだろう。
　また、概念フレームワーク構築への貢献という部分にウエイトがおかれることにも着目
しなければならない。概念フレームワークは、既に述べたように、純粋理論というよりも、
基準設定主体の基準設定に対する一種のポリシー・ステートメントと解され、基準設定主
体による設定活動に対し一定の論拠を与える役割を持っている。したがって、基準設定活
動の論拠を多く呈示する研究がデザインされることで、概念フレームワークに投影された
政策の理論性は、一層重厚なものとなるだろう。
　（e）では、研究を誘導するような問い（motivating question）と研究課題（research ques-
tion）の 2 つの概念が提示され、両者の基本関係が説明されている。Barth［2006］のいう、
motivating questionとは、基準設定主体が組織的なナレッジに基づいて導出した問題意識の
ことであり、基準設定主体の関心、すなわち会計基準と概念フレームワークの設定に関連
するものである（pp.84-85）。一方の、research questionとは、研究者が、自らが関心を有
しているテーマに対し、解を求める問いかけのことである（同上）。通常、両者間には、
必ずしも接点があるわけではないが、基準設定主体の情報ニーズに着目することで、両者
の間にリンケージを措定できると考えられている。
　この点について、具体的に述べたのが（f）である。つまり、研究は、基準設定主体が
基準設定上の問題を識別することに役立ち、特定の問題に対する基準設定主体の考えを構
築することを手助けし、問題に関する議論に対し証拠を与えるという意味で、両者の関係
が存在すると考えている（p.72）。
　このような形で基準設定問題に利用される研究には、資本市場研究7）があり、なかでも、
価値関連性研究（value- relevance research）は、非常に多く研究成果が公表されてきている。
ただし、この研究についてBarth［2006］は、多く存在する研究のうちのひとつに過ぎな
いと位置づけており、むしろ、研究デザインが様々な形で行われるようになれば、基準設
定問題にそれらが反映されるようになり、より豊かで深い洞察を得ることができるように
なるのではないかとみている（p.81）。
　最後の（g）に関しては、基本的な研究の役割への言及がなされている。すなわち、国
際財務報告の基準設定に関わる諸問題に関して、研究がそれらを解決し得るようなイン
プットを提供するためには、それが、事象の解明と説明という研究本来の要件も十分に満
　　　　　　　　　　　　　　　　
6 ） 特に、概念フレームワークに関しては、質的特性である信頼性や関連性、およびその下部概念に照
らして、会計基準を設定し得るように、それらの概念につき尺度を明確にするために、研究による成果
を利用するものとされる。
7 ） Barth［2006］で指摘されているように、 資本市場研究は、情報パースペクティブと測定パースペク
ティブのいずれを採用するのか、という択一問題として表現されることもある。ただし、どちらも
FASBとIASBの概念フレームワークには首尾一貫しており、その意味で相互に排他的な概念というわけ
ではない（p.73）。
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たす位、高いレベルの研究であることが必要とされると述べられているのである。研究者
は、単に基準設定に関わる問題のみを理解すれば良いというわけではなく、基準設定と学
術研究のどちらに対しても役立つように、研究課題や研究デザインを構築する段階から、
意識しなければならないのである（p.71）。
　要するに、Barth［2006］では、 2 つのことが明らかにされている。ひとつは、基準設
定主体の基準設定活動において、会計研究は、主に、設定の論拠として利用されること、
すなわち、基準設定と会計研究の間には基本的なリンケージが存在することが示されてい
る。いまひとつは、そのリンケージを前提に研究を行う際に、課題を設定する段階、ある
いは研究デザインを構築する段階から、特定の基準設定上の問題を意識することで、より
効率的・効果的に基準設定を行うことができると考えられている。
　実際、体系的な視点からの問題意識を、首尾よく研究デザインに織り込むことにより、
ある会計上の問題に関する会計基準をトータルな視点から検討できるようになり、結果と
して、効率良く効果的に会計基準を設定することが可能となる。また、基準設定主体の立
場においては、実証研究の結果をはじめとする多くの研究成果が、概念フレームワークに
反映されることで、基準設定の論拠に関する重厚さが増大し、結果として基準設定主体の
政策決定のロジックを明確に打ち出すことが可能となる。
　さらに、研究成果に関しても、バランスの良い学術成果が蓄積することも期待されるた
め、会計研究の成果の蓄積としての理論体系の首尾一貫性等といった側面に関しても十分
に寄与する可能性がある。
　このようにBarth［2006］の分析は、会計研究のあり方を示したものとして、優れた理
論を展開しているが、次の 2 つの点については十分な言及がなされてされておらず、その
意味で、我々研究者に対する今後の課題を呈示しているといえるだろう。
　第 1 に、図表 1 の A や B の選択機会において、基準設定主体や経営者が、どのような選
択行動を、いかなる要因に基づいて行うか、言い換えれば、選択行動における判断がどの
ように行われているのかについては、必ずしも十分な解を用意していない点である。例え
ば、論稿においては、公正価値会計を題材として、論点の検討に関する具体的事例を呈示
しているが、基準設定主体の基準設定プロセスで、具体的に、どのようにそれら判断材料
が会計基準に織り込まれていったのかは、必ずしも十分に明らかにされていない。したがっ
て、判断を行う行為主体とその行動要因との関係を、動学的視点から分析する必要性は、
依然として残されているといえるだろう。
　実際の基準設定活動では、会計基準の目的、会計基準で採用する計算構造、重視される
情報内容（キャッシュ・フロー情報と利益情報のどちらを重視するのか）、利害調整の構
造（利害対立とその調整の構造をどのようにとらえ表現すべきか）等々、判断に基づいて
決定すべき事項は多岐にわたっている。したがって、こうした判断を要する局面において、
会計研究が実際上、どのように基準に織り込まれるのか、そのメカニズムを解明しなけれ
ば、判断材料に対する一貫性を欠いてしまうことにも繋がるだろう。したがって、材料を
呈示するだけでなく、行動主体の視点から選択行動の因果関係に対する考察を行うことが
今後の課題とされるのである。
　第 2 に、国際会計基準の設定主体にどのようなものが選ばれるかという問題は、Barth
の論稿では所与の条件とされているが、この決定メカニズムに関しても行動と因果に着目
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して考察する必要があると思われる。この決定メカニズムは、既に幾度か触れたように、
ポリティカルな選択行動としてとらえることができるため、会計処理と資本市場の相互関
係をより詳細に検討する場合には、結果として示された選択肢のみを所与として分析する
だけではなく、その選択肢が導出されるポリティカルな過程も分析対象に含めて、考察す
る必要があるだろう。
4　経営者による会計基準の選択機会
　次に、会計基準の利用者サイドに関わる会計研究について検討を加えてみよう。
　会計基準を用いて、実際に財務報告書を作成するのは、企業および企業の経営者である。
会計基準には、多くの代替処理が規定されることがあり、その場合には、代替処理の中か
らひとつの方法を選択し、会計方針として示す必要が生じる。また、ある会計基準を制度
化する場合には、それまでの会計基準から移行するための一定の導入準備期間が設定され
ることも多く、その場合、企業および企業の経営者が、個々の経営の状況を勘案して、当
該会計基準の採用の可否、採用の時期、採用する方法等を選択しなければならないことと
なる。
　国際会計基準に関しても、基本的に同様の問題が発生することから、こうした選択機会
と、そこでなされる意思決定の関係について、観察し、分析・考察することが、会計基準
の利用者サイドに関わる会計研究の重要な論点といえるだろう。このタイプの研究として
は、特定の会計方針の選択と株価への影響等の実証分析が想起されることが多いが、ここ
では、ある会計処理を選択する行動と、その背後に存在する選択決定要因の相関関係を扱
うStadler and Nobes ［2014］の研究をとり上げ、簡単な考察を行うこととしよう。
　同稿の共著者のひとりであるChristopher Nobesは、国際会計に関する研究を多く行う研
究者として、様々な分析アプローチによる多くの論稿を公表している。特に、各国の会計
制度を、例えば、企業の所有形態や金融システムの特質、税、経済発展の段階、教育シス
テム、文化、歴史、地理、政治体制や社会環境、等の特質から類型化する研究は、多くの
研究者に大きな影響を与えている。その意味で、そうした会計基準を選択する要因を、利
用者側の視点から考察するに際して、様々な示唆が得られるものと考えられるだろう。
　Stadler and Nobes［2014］は、経営者が国際財務報告を行う状況において、会計方針を
選択決定していく手続き（複数の会計基準から任意の会計基準を選択する場合も含む）を
ひとつのモデルとして表現し、それを分析枠組みととらえている。その上で、企業経営者
がIFRSを導入する要因について、この枠組みを利用しながら実証分析の視点から探って
いる。この点で、Barthの論稿では言及されずにいた点、すなわち、会計方針の選択（図表 1
の B ）における選択行動とその背後にある要因の因果関係が分析されている。
　本稿では、分析モデルに織り込まれるIFRSの導入要因が基本的に 3 つ設定されている。
国レベルの要因（country factor）、産業レベルの要因（industry factor）、そして、企業レベ
ルのトピック要因（topic factor）である（pp.391-394）。また、同研究の分析対象8）は、
2005年からIFRSの適用を開始し、同年から多くの大企業が採用するに至った国々とされ
ている（pp.396-398）。
　　　　　　　　　　　　　　　　
8 ） オーストラリア、スイス、中国、ドイツ、スペイン、フランス、英国、香港、イタリア、および南
アフリカである。
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　本研究で観察されたIFRSの選択肢は、表示に関わる項目と、測定に関わる項目の、い
ずれかに分類される16項目であり、そのサンプル年に関しては、16項目全てを分析に利用
できるという条件面から、2008年が選択されている9）。産業については、全部で 9 つの分
類が選択されており10）、企業の変数として、16のトピック変数（Topic variables）と 3 つの
コントロール変数（control variables）が選ばれている11）。
　Stadler and Nobes ［2014］は、以上の諸条件に基づき、基本統計量のチェック、単変量
解析および回帰分析を順次行い、その後得られた内容に関して、結論において、概ね次の
ように述べている（p.416）。
　（a ）本研究で提言しているのは、会計方針の選択に関する経営者の意思決定を理解　す
るための分析枠組みであり、これを用いて、IFRSにおける会計方針の選択に、　国、
産業、企業トピックといった各要因が、どのように影響を与えるのか、仮説を構築し、
検証している。
　（b ）分析の結果、国レベルの要因が特に影響を与えるのは、何らかの方針がIFRSの選
択肢より選ばれても、会計数値に重要な影響を及ぼさない場合であり、産業レベルの
要因や、企業ごとのトピック要因が、経営者の選択行動に影響を与えるのは、特定の
状況の場合であるということが判明した。また、国レベルの要因が、経営者の会計方
針の選択行動に対し、最も影響を与えることも発見している。
　（c ）本研究の結果は、学術研究、投資者、基準設定主体に関わっている。
　　 　学術研究に対しては、観察が可能な範囲での経営者の会計方針の選択行動に、上記
3 要因がどのように影響するのかが、理論的に説明できるようになる。
　　 　経営者の意思決定に関する理解が従前よりも増すことにより、 財務報告に存在する
国際間の差異が説明できるようになり、将来、IFRSを導入する国で、企業がいかな
る会計方針選択行動を採るのかも、予測できるようになる。また、 様々な会計方針の
選択行動に関わる将来の研究において、変数をどのように採るべきかガイドラインが
　　　　　　　　　　　　　　　　
9 ） 同文献において検証対象とされた項目は、次の通りである （Stadler and Nobes ［2014］、p. 399）。
　1. Income statement by nature, 2. Operating proﬁt not shown, 3. Equity proﬁts in operating, 4. Balance sheet 
showing net assets, 5. Liquidity decreasing, 6. OCI displayed, 7. Indirect cash ﬂows, 8. Dividends received as op-
erating, 9. Interest paid as operating, 10. Some property at fair value, 11. Investment property at fair value, 12. 
Some fair value designation, 13. Interest capitalization, 14. FIFO only, 15. Actuarial gain/loses to OCI, Proportion-
ate consolidation of JVs.
10） ここでとり上げられた産業は、Oil and gas, Basic materials, industrials, Consumer goods, Health care, 
Consumer services, Telecommunications, Utilities, Technologyである。
11） トピック変数は、1. ADMEXP/S: Selling, general, and administrative expenses/ sales, 2. OPINC/S: Operat-
ing income/ sales, 3. INVEQU/A: Investments in associates/ total assets, 4. EQU/A: Total shareholder’s equity/ to-
tal assets, 5. CASH/A: Cash and short-term investments/ total assets, 6. OCI/A: Absolute value of other compre-
hensive income/ total assets, 7. CFOP/S: Cash ﬂow from operating activities/ sales, 8. Dividends received/ sales, 
99 NETINT/S: Net interest, 10. PPEG/A: Property plant and equipment （gross）/ total assets,  11. PPEG/A : Prop-
erty plant and equipment （gross）/ total assets, 12.: INVEST/A: Investments/ total assets. 13. PPE/A: Property plant 
and equipment （net）/ total assets, 14.INVENT/A: Inventories/ total assets, 15. PENA/A: Pension plan assets/ total 
assets zero if pension obligation exists but no plan, 16. LIAB/A: Liabilities / total assets, の16個で、すべて 3 年
平均である （p.421）。
 また、コントロール変数については、SIZE（market capitalizationの自然対数）、DIVYIELD（dividend 
yield）、US LIST（dummy for US listing）が選択されている。
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提供される。
　（d ）投資者に対しては、国レベル、産業レベル、企業のトピックレベルにおいて、会計
の実務が著しく異なっており、投資者が情報を得て投資意思決定を行うには、その違
いを調整する必要があることを明らかにする。
　（e ）基準設定主体に対しては、財務報告に関して、国際間における差異が存在すること
を説明できる。おそらく、これら差異は、企業間の比較可能性を低減させる要因と思
われるが、一方で、本研究においては、幾つかのトピックでは産業間に違いがあるた
め、異なる経済的性質を表現するのに、一定の選択は有用との見解も得ている。
　以上要するに、 Stadler and Nobes［2014］では、次のような 2 つのことが明らかにされて
いる。
　ひとつは、会計基準の利用者サイドの視点から会計研究を行う際、会計選択という人為
的な行為に着目することによって、利用者の選択を決定付ける要因を考察することが可能
となることである。同論稿のように、要因を織り込んだ分析モデルを構築し、それを分析
することによって、選択を決定付ける要因が、国レベル、産業レベル、企業レベルのどの
段階で作用しているのかが明らかになれば、学術研究に対しても、投資情報を必要とする
投資者に対しても、基準設定主体に対しても有効な研究成果を呈示し得るため、これらの
研究の利用主体が、各要因を考慮して対応することが可能となるだろう。
　もうひとつは、選択肢としての会計基準がどのように設定されているのかによっても、
会計方針の選択が異なってくる可能性があるということである。国際会計の形成プロセス
の途上で生じる、様々なタイプの会計基準とそこに規定される会計処理は、会計基準の利
用者サイドの選択行動に対して提供される選択肢そのものである。したがって、上述した
ような経営者の選択行動に関わる諸要因は、国際会計基準の形成過程からのアウトプット
たる会計基準とその会計処理によっても、影響を受ける構造になっているものと解される
のである。
5　国際財務報告と会計研究の関係：今後の研究に向けて
　本稿では、冒頭において示したように、財務報告を国際化し、国際財務報告システムを
構築しようとする場合には、少なくとも、会計基準の設定者サイドに関わる問題を考察す
ることと、会計基準の利用者サイドに関わる問題を考察することが必要とされる点に着目
し、 2 つの代表的な会計研究に関する論稿を検討してきた。
　まず、会計基準の設定者サイドに関わる問題に関しては、Barth［2006］を検討した。
そこでは、基準設定主体の基準設定活動において、研究成果は設定の論拠として利用され
ており、両者の間に一定のリンケージを認識できるものと解釈されていた。研究を行う際、
このリンケージを意識し、課題設定や研究デザイン構築を行うことで、問題意識が研究に
首尾よく織り込まれるようになり、結果、基準設定をより効果的に行うのに役立つことが
示されていた。そうすることを通じて、バランスの良い研究成果が蓄積し、学術研究に対
して、理論的な体系性や首尾一貫性の向上という意味での貢献が可能となるのである。ま
た、基準設定に対し適切なインプットを提供することで、基準設定に対して効率的・効果
的に成果を反映させることが可能となる。
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　ただ、同論稿では、基準設定主体が、研究からのインプットを、どの程度の判断材料と
して意思決定に利用しているのかが、明確には示されていなかった。会計基準の目的、会
計基準で採用する計算構造、重視される情報内容、利害調整の構造等々、実際の基準設定
活動で決定すべき事項は、多く存在しており、これらに対する判断が、基準設定の各局面
においてどの様に行われるのかについて、具体的には明らかにされていないのである。し
たがって、個々の会計研究と基準設定とを、体系的・有機的な視点からリンクさせ、国際
的な規制を、どの主体が、いかなる方法によって決定すべきであるのかという問題や、国
際会計に関する基準設定主体と基準設定方法をどのようなルールに基づいて決定すべきで
あるのかという問題に解を与えるためには、今後、研究デザインや研究アプローチに関し
て、さらなる工夫をする余地が存在していた。
　これを補うのが、次に検討した、会計基準の利用者サイドに関わる問題に関する、
Stadler and Nobes ［2014］の研究アプローチであった。そこでは、会計選択という人為的
な行動に着目することによって、会計基準の利用者の選択行動を決定付ける要因をも考察
の対象とし得ることが示されていた。具体的には、会計方針の選択行動に関わる要因を織
り込んだ分析モデルを構築し、それを分析することによって、選択を決定付ける要因が、
国レベル、産業レベル、企業レベルのどの段階で作用しているのかを明らかにすれば、学
術研究に対しても、投資情報を必要とする投資者に対しても、基準設定主体に対しても貢
献できる、ということが示されていたのである。
　ただし、Stadler and Nobes［2014］の要因分析では、選択行動の対象となる会計基準と
会計処理は、自国の基準とIFRSの 2 種類に限定され、所与とされており、その意味で、
同論稿からのインプリケーションは、限定的なものと解すべきであろう。したがって、よ
り一般的な視点から、ポリティカルな調整行動を考えるためには、こうした所与の条件を
導出するまでの経緯に着目しなくてはならないことになる。
　要するに、今後、国際財務報告の形成に役立ち得る研究を進めていくには、図表 1 にお
ける C の部分、例えば、基準設定主体の国際選択が、⑥における経済的意思決定にどのよ
うに影響を及ぼしうるのかといった視点からの研究、あるいは、基準設定主体の国際選択
自体がどのようなメカニズムで行われているのかという視点からの研究等、基準設定の国
際化に伴って、手続きと重要性が増大した、ポリティカルな側面を織り込んだ研究を一層
行う必要があるといえよう。それによって、国際財務報告を巡る基準設定主体間の競争や、
国際会計基準の導入に関わる国どうしの駆け引き等のダイナミズムを、会計研究の立場か
ら一層論理的に分析することができるようになると思われる。
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